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論文題目 財政循環の理論と実践―岡山県北三地域の比較分析 

（論文内容の要旨） 

高まる社会保障需要や社会資本の維持・更新投資需要を背景に、自治体の財政
需要と支出は拡大する反面、人口の高齢化・減少傾向と地域経済の停滞・衰退傾
向が続く自治体にとって財政収入は相対的に不足する状況にある。このような状
況下において自治体経営・地域経営の観点から、地域産業振興政策により財政収
入をどのように増やすことができるかという点に着目した研究の意義は増してお
り、その理論的な位置付けが求められている。 

本論文は日本を対象に、森林資源が多く賦存している地域、特に農山村地域に
とって産業利用の可能性を秘めている林業、木材・木製品製造業、木質バイオマ
スエネルギー産業の振興政策のケーススタディからこの研究課題に取り組んだも
のである。具体的には、産業の生産・流通構造や制度が類似している地域として
岡山県北地域を分析対象とし、3つのケーススタディの比較分析を採用している点
に特徴がある。

まず第1章は、本論文の方法論を検討している。まず地域産業振興政策の有効性
を分析する地域内経済循環論の先行研究の成果と課題を整理している。地域内経
済循環論は、対象地域内で創造・分配される所得額の増大から地域産業振興政策
の有効性を把握しようとする試みである。地域経済から自治体財政への影響につ
いては、先行研究では地域産業振興政策に伴う財政へのフィードバックとして税
収増減が分析されてきた。しかし、地域経済循環を規定する諸条件との関係で自
治体の財政収入を分析するという視点は、既存研究には見出されないという課題
がある。地域内経済循環論は地域経済社会の再生産の持続可能性を問うことがそ
の本来の意義であるから、自治体財政の持続可能性を、地域経済循環との関係で
経済・財政分析する必要があるというのが、本研究の問題意識である。 

そこで本論文は、公共サービスの供給を担う自治体の財政収入に焦点をあて、
政府にまつわる資金循環分析の必要性を、ドイツ官房学・財政学における「財政
の再生産性」概念を用いて再提起し、経済社会の再生産と経済循環を媒介する分
析視角を提起した点に意義がある。そして、地域内経済循環と自治体財政の再生
産性が有する相互関係の分析に取り組んでいる。 

その方法論としての「財政循環」概念は、地域内経済循環と関連させて財政の
再生産性を位置づけ、財政収入の再生産の程度を地域内経済循環に規定される要
素として把握しようとするものである。本論文では、政府間財政関係の影響を考
慮に入れた自治体の一般財源の再生産性を捉えようとしている点に、既存研究と
は異なる新たな視点の導入が見られる。分析手法としては、従来よく用いられて
きた地域産業連関分析の限界をのり超えるため、新たに地域付加価値分析を拡張
した定量分析手法を開発・応用した点に、学術的な貢献が見られる。 

本論文の実証研究部分は、引き続く以下の３章から構成される。 
第２章は、岡山県西粟倉村の林業・製材業の振興政策である「百年の森林事

業」の分析である。この政策は、林業の施業集約化と製材事業体の村内創造政策
であり、林業・木材・木製品製造業事業体の村内での起業と相乗効果を発揮する
ことで、地域内でのバリューチェーン構築に成功している点で、全国的に有名で



ある。分析の結果、当該事業による財政循環の向上は、村の一般財源との比率で
は0.5～3.7％、非経常経費充当一般財源との比率では2.4～19.5%となり、地域内
経済循環向上が財政循環に寄与していることが明らかとなった。 

補章は、第2章を補う研究として、西粟倉村で取り組まれた移住者を中心とした
就業・起業支援政策の実態と成果を分析している。人口の1割に当たる就業者増、
医療・福祉分野と併せて林業・製材業分野における就業者数増加を明らかにし、
更には独自調査に基づいて産業連関表を推計し、同じく林業・製材業分野におけ
る生産額増加が明らかとなった。 

続く第3章は、岡山県真庭市の木質バイオマスエネルギー産業振興政策である
「真庭バイオマス発電事業」の分析である。この事業が高い地域内調達を実現
し、特に未利用材の活用と真庭バイオマス集積基地が大きな役割を果たしている
ことが明らかにされた。その実現条件として、燃料材の「量」「質」「需給調
整」の3点に着目し、「真庭システムの構築」「真庭バイオマス集積基地の設立」
「木質資源安定供給協議会の設立」の有効性が明らかとなった。当該事業による
財政循環の向上は、市の非経常経費充当一般財源との比率で毎年度約0.5％の貢献
として定量的に把握された。 

第4章は、岡山県新見市の林業振興政策である「自伐型林業支援事業」の分析で
ある。当該政策は、現行の国の林業振興政策では主として対象外となっている中
小規模林業者を対象とした技術習得・施業コスト検証・施業提案を行うものであ
る。その成果として、中小規模林業者への年間約30haの施業委託と、地域おこし
協力隊制度を活用した4名の雇用創出が確認された。 

最後に第5章は、上記3ケースの振興政策の比較分析から、地域産業振興政策に
伴う地域内経済循環の向上と財政の再生産性との関係の特性を分析している。そ
のために、人工林面積当たりの付加価値創造、自治体財政の非経常経費充当財源
に対する財政循環の向上の貢献の程度、の両者を比較分析の基準としている。分
析の結果、地域の民有林人工林面積当たりの地域付加価値創造額は、川下のバ
リューチェーンまでもが事業の対象となっているかどうかで、その多寡が影響さ
れることが分かった。また、同面積当たりの非経常経費充当一般財源創造額は、
林業を対象とした振興政策のみでは財政循環の向上に不十分であり、特に川下の
産業を地域内で創造する政策の必要性が示された。また、比較分析から導き出さ
れる政策論として、「地元の担い手の育成」「中小規模事業者を排除しない制度
構築」「地域内での高い付加価値創造の目標」の3要素を抽出している。



（続紙 ２ ）  

（論文審査の結果の要旨） 

 本研究は、人口減少下で衰退しつつある地域がより自立的な経済社会を形成
し、地域内経済循環を促すことで実質的に域内所得を増やし、地域経済を豊かに
するだけでなく、自治体の税収を増やしてその財政基盤を強固にできないか、と
いう問題意識に基づいている。自治体の財政基盤を強化できれば、上がってきた
税収を用いて地域の産業基盤を整備するためにさらに投資を行い、それが実を結
ぶことによってさらに税収を増やすことができる。こうした自治体と地域経済を
通じた資金の好循環のことを「財政循環」と本研究は呼び、それを地域内経済循
環の中に位置づけて解明を進めようとした点で、重要な学術的貢献を行った研究
だと評価することができる。以下、その具体的なポイントを説明したい。 

第１は、「財政循環」という概念を、経済学史、財政学史の中で位置づけ、
その現代的意義を明らかにしようとした点である。古くはドイツ官房学におい
て、国家経営の視点から国家経済と財政の相互作用のあり方が「財政循環論」と
して議論されたことはあったが、その後の経済学、財政学の発展の中で、こうし
た問題意識は後景に退いていた。本研究はそれを再び前面に出し、地域経済と地
方自治体の関係に焦点を合わせることで、自治体の「財政の再生産性」という観
点を提起し、３つのケーススタディを通じて実証的にもその財政循環の実態を明
らかにしたことで、新しい研究領域を切り開いた功績を認めることができる。 
 第２は、地域の内発的発展論の系譜をひく地域内経済循環論に、地域経済付加
価値分析の手法を持ち込むことで、それを定量的に把握する方法論を提起したこ
とである。背景には、これまで多用されてきた地域産業連関分析への批判があ
る。その課題を克服して、地域産業政策の経済効果を把握できるオルタナティブ
な方法論を提起できた点で、本研究はこれまでほぼ定性的研究にとどまっていた
内発的発展論や地域経済循環論に新たな学術的貢献を行ったと評価できる。 
 第３は、以上の問題意識、概念、方法論に基づいて、具体的に３つの地域を選
らび、「森林のうち木に連なるバリューチェーン」の構築（または林業・木材・
木製品製造業・木質 バイオマスエネルギー産業の振興）を目指す地域産業振興
政策について、それぞれの地域が打ち出している(森林／林業)産業政策のケース
スタディを行い、これら一連の政策が財政循環をどのように促進しうるかを定量
的に明らかにすると同時に、分析結果に基づいて有効な政策論を明らかにした点
も、評価することができる。
 本論文に関する審査では、「財政循環」、「財政・財源の持続可能性」、「財
政の再生産性」といった本研究で重要な役割を果たしている概念のそれぞれや、
概念間の連関について不明確な点があり、それらをさらに彫琢し、明確化する必
要性が指摘された。さらに、これらの概念が、実証研究で果たして証明されたと
いえるのかという点について不十分な点があるとの指摘もなされた。 
 とはいえ、これらの指摘は本論文の意義を損なうものではない。よって、本
論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。また、令和３
年２月４日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格
と認めた。 

なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断
し、公表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとするこ
とを認める。 
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